伊奈町

移動支援事業

ガイドライン
１．事業の目的・内容
屋外での移動等に支援が必要な在宅の障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）へ、社会生活上必要不可欠な『外出（※１）及び余暇活動等の社会参加（※２）のための外出』への支援を目的とし、１日の範囲内で用務を終えるものを対象として実施します。ただし、介護保険法、老人福祉法、障害者総合支援法等による他制度・他事業の対象となる者は除きます。

２．事業の対象者

	障害種別
	年齢
要件
	対　　象　　要　　件

	身体障害者(児)
	就　学　児　以　上
	身体障害者手帳を所持しており、次のいずれかに該当し１人では外出が困難な人

○視覚障害者（児）

　　（障害福祉サービスの同行援護が優先されます。）

○肢体不自由者（児）

　　（障害区分（上肢／下肢／体幹のいずれか）が１級の者）

	知的障害者(児)
	
	療育手帳の交付を受けている人又はその判定を受けている人であって、次のいずれかに該当し１人では外出が困難な人

○知的障害者更生相談所又は児童相談所において知的障害と判定を受けた者

○医師により発達に障害があると診断された者

	精神障害者(児)
	
	精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人であって、１人では外出が困難な人

	難病患者等
	
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令の別表に掲げる特殊の疾病による障害により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限をうける程度の難病患者等
○対象疾病…別紙参照


　　　※上記に該当される方のうち、以下に該当する場合はサービスをご利用になれません。
　　　　１ 医療機関に入院中の方
　　　　２ 老人福祉法第２０条の５に規定する特別養護老人ホーム（地域密着型含む）へ入所中の方
　　　　３ 障害福祉サービスにおける「施設入所支援」を受けて障害者支援施設等に入所中の方
　　　　４ 未就学児（社会通念上、障害の有無に関わらず、未就学児が一人で留守番や外出をすることは考えにくいと思われます。）

　　　※以下の場合は注意が必要となります。
　　　　１ 障害福祉サービスにおける「重度訪問介護」、「行動援護」、「同行援護」、「重度障害者等包括支援」の支給決定を受けている方の外出支援（通勤、営業活動等の経済活動に係る外出、通年かつ長期にわたる外出及び社会通念上適当でない外出を除く）は、当該サービスによる支援となりますので、利用時には注意が必要となります。

３．実施方法

移動支援を必要とする障害者（児童の場合は保護者）からの申請に基づき、その必要性を勘案したうえでサービスの支給決定を行い、受給者証を発行します。

利用者は受給者証に記載してある支給決定量の範囲内で、町に登録した事業者と契約を行いサービスを利用します。

なお、伊奈町では【個別支援型：１対１】による支援となります。
４．対象となる支援（外出）

◆支援の内容

　　移動支援の内容は、『社会生活上必要不可欠な外出』又は『余暇活動等社会参加のための外出』を行う際の移動中及び目的地における身体介護や安全確保等です。
◆支援の範囲
　　移動支援の範囲は、外出目的の達成に係る出発地から到着地（目的地）までの移動の間、目的地における移動等が対象となります。
　　例…自宅から目的地までの間、目的地内、目的地から次の目的地までの間、目的地から自宅までの間などの、支援を必要とするそれぞれの区間の移動について対象となります。


５．外出目的として認められないもの


６．移動の方法等


７．利用方法







８．身体介護を伴う場合・伴わない場合


９．利用時間

１０．例外的な利用



１１．利用料金


１２．事業者の方へ
○請求事務について

　　　　事業者によるサービス提供時に、本来の利用予定時間を経過してしまった場合は、次の取扱とする。

①　状況的に経過せざるを得ない状況であった場合で、予定終了時間から２０分程度経過した場合は、請求算定時間を３０分間延長することができる。

②　また、３０分経過した後、更に状況を勘案しても２０分程度経過する場合は、請求算定時間を更に３０分間延長することができる。

③　他の福祉サービスと連続的に利用した場合は、サービス提供時間が他の福祉サービスと重複することのないよう、サービスの利用実態を詳細に確認し請求すること。
　○サービス提供事業所の所有車両を使用しての移動支援について

　　　　法的手続きによる送迎許可車両として手続きを行い、運転手の確保及び事故への保障が確保されているものに限り使用を認めます。（福祉有償運送協議会への手続きを含む）
○利用サービスについて

　　１　移動支援事業により、プールでの余暇活動を行う場合、次の取扱とする。

1 余暇活動として、プールへ出かける場合は可能とする。

2 プール教室や有料のスイミング教室として、利用する場合は不可とする。

3 その他、利用方法として適さない内容と思われる場合は、必ず事前確認すること。

２　主たる介護者の突発的な怪我や入院等の理由により、緊急かつやむを得ない事情により、当該サービスの利用が生じた場合は、福祉課障害者福祉係の承認を得るものとする。

３　サービス提供事業者が主催するイベント等に参加する際、同サービス提供事業者（運営法人を含む）が提供する移動支援は、適用外とする。但し、他のサービス提供事業者が主催する場合は、この限りでない。
４　伊奈町では【個別支援型：１対１】による移動支援としております。障害者等の身体的な介護状況や問題行動等により、やむを得ず障害者等及び保護者へ同伴してのサービス提供を行う場合は、生活サポート事業の対象となります。

　○サービスの提供について

　　　・　サービスの提供においては、障害者等の希望するサービス内容を詳細に把握し、安全かつ適切なサービス提供を実施すること。
・　障害者手帳の有無や生活実態、年齢、サービス内容等によっては、介護保険法、老人福祉法、障害者総合支援法等の他制度・他事業によるサービス提供が優先される場合がありますので、利用者の福祉制度等の受給状況について随時、確認を行い適正なサービス提供と請求事務に努めること。不明な点は必ず福祉課障害者福祉係へ確認すること。
　　　　　また、事故等が発生した場合を想定し、傷害保険や福祉サービス事業者への保険等に加入したうえで事業に取り組むこと。
　　　・　車両を使用してのサービス提供を実施する場合は、費用の徴収にかかわらず、別途、道路運送法上の許可（一般乗用旅客自動車運送事業又は福祉有償運送協議会での手続き）が必要となります。これらを受けずに実施した場合のサービスは、移動支援の算定対象となりません。
１３．参考

	項目
	内　　容

	１　移動の種類
	①　社会生活上必要不可欠な移動
(ヘルパー１人対応が原則)
	ア　権利・義務に関する相談・手続き

イ　学校行事への参加、ＰＴＡ活動など

ウ　家計の維持、財産の保全に係る手続きなど

エ　日常生活上必要な買い物など

オ　理容、美容、着付けなど

カ　住居の取得・賃貸借・維持管理・補修などに係る契約・相談など

キ　官公庁や金融機関への外出

ク　公的行事への参加

ケ　その他前各号に準ずる移動支援

	
	②　社会参加のための移動　
(ヘルパー２人対応が可能)
	ア　各種行事・研修会

イ　冠婚葬祭

ウ　余暇・スポーツ・文化活動への参加

エ　初詣・墓参りなど社会的習慣

オ　ボランティア活動など

カ　通学のための一時的な利用（緊急、やむを得ない場合）

キ　通所のための一時的な利用（緊急、やむを得ない場合）

ク　外食

ケ　レジャー・レクリエーション・日帰り旅行・スポーツ観戦

コ　映画鑑賞・観劇等

サ　その他前各号に準ずる移動支援
シ　通学・通所・通勤に伴う移動支援

ス　突発的な怪我や入院等の理由により、緊急かつやむを得ない事情による病院への一時的な通院等（身体介護や乗降介助（介護保険制度を含む）等を利用できない場合を除く）

	
	対象としない移動支援
	ア　営業活動に伴う移動支援

イ　介助者自ら運転する介護輸送（無償・有償は問わない）

ウ　ギャンブル・飲酒を目的とした移動支援

エ　宗教・政治的活動・特定の利益を目的とする団体活動に伴う移動支援

オ　その他、経済的活動、通年かつ長期にわたる移動支援、社会通念上この制度を利用することが適当でないと認められる移動支援

カ　保護者等による育児・養育が適当であると考えられる就学前の障害児に対する支援

キ　その他前各号に準ずる移動支援





※１　通勤、学校や通所施設への送迎及び官公庁や金融機関での手続きのための外出


　　　　注１　通勤、通所施設や学校等の送迎バス等がある場合は、そちらを優先して利用していただきます。


注２　営業活動、布教活動、選挙運動等の政治活動、ギャンブル及び公序良俗に反する外出は除く。


※２　映画やスポーツ・文化施設等への外出　　


　　　　注３　通年かつ長期にわたる外出、社会通念上適当でない外出は除く。





事業の内容








①公的な機関（官公署や金融機関）における諸手続き


行政機関（役場、警察署、裁判所、銀行等）に係る手続き、相談等





②今後の生活において必要な手続きであり、目的達成後に継続性のないもの。


　　学校や施設の見学及び利用の手続き、入学手続き、会社の説明会等





③買物等


　　障害福祉サービスにおける「居宅介護」にてヘルパーが行うべき買物は対象となりません。





④冠婚葬祭への出席、お見舞い等


　　結婚式、葬式、法事、お墓参り、お見舞い、地域の祭り等





⑤通勤、通学等


通勤、学校や通所施設への送迎（但し、送迎バス等がある場合は、そちらを優先して利用していただきます。








社会生活上必要不可欠な外出








①自己啓発や教養を高めるもの


講演会、展覧会や文化教養講座等の趣味的なものを含め、自分自身の教養を高めたり、見聞を広げることを目的とするもの


②体力増強や気分転換を図るもの


散歩、トレーニングジムやプール等、施設や器具等を利用して運動することで、健康の維持を図ったり、体力の増強や気分転換を図るもの


但し、施設内において専門の指導員等が付き添う場合には、施設への送迎のみとなります。


③生活の内容・質の向上を図るもの


　　レクリエーション、映画鑑賞、演劇、コンサート等





余暇活動等社会参加のための外出








①宗教活動


布教活動や勧誘等の活動は対象外とします。ただし、個人の信仰による参拝であり、他に趣旨がない場合は認められます。また、冠婚葬祭への出席や地域の祭り等への参加や一般的に行われる宗教行事（初詣・お宮参り・法事等）として共通の認識で行われるものは認められます。


②政治活動


政治活動は認められません。ただし、投票を参考にするための演説会への参加、参政権にかかる投票所への送迎は認められます。なお、投票所内においては投票所の指示に従ってください。


③公序良俗に反することを目的とする場所


　　ギャンブル等を目的とした公共の秩序に欠ける場所への移動は対象外となります。


④宿泊等を伴う外出


　　宿泊を伴う旅行や帰省は対象外となります。


④その他


　　社会通念上、適当でないと判断される場所への移動は対象外となります。





社会通念上、対象とならない外出の範囲








移動の方法は、徒歩又は公共交通機関（バス・電車・タクシー等）を利用しての支援となります。また、事業所によっては事業所が所有する車両を利用することができます。


なお、公共交通機関等の利用料金は、本人分及び事業者分とも別途実費負担が必要となり、事業所が所有する車両を利用した場合は、利用者と事業者間の契約に基づき別途実費負担が必要となります。（移動支援事業としては支給されません。）





移動の方法等








○事例１


自宅　　　　　　　　　　　　目的地Ａ　　　　　　　　目的地Ａ　　　　　　　　　　　　自宅


　　　　　公共交通機関　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共交通機関














移動支援事業


○事例２


自宅　　　　　　　　　　　　目的地Ｂ　　　　　　　　目的地Ｂ　　　　　　　　　　　　自宅


　　　　　ヘルパー運転　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘルパー運転











移動支援事業


○事例３


自宅　　　　　　　　　　　　 学校　　　　　　　　　目的地Ｃ　　　　　　　　　　　　自宅


　　　　 学校の送迎バス等　　　　　　 ヘルパー運転　　　　　　　 公共交通機関











移動支援事業


○事例４


自宅　　　　　　　　　　　　 学校　　　　　　　　　 事業所　　　　　　　　　　　　　自宅


　　　　 学校の送迎バス等　　　　　　 ヘルパー運転　　　　　 生活サポート一時預り











移動支援事業


○事例５


自宅　　　　　　　　　　　送迎バス停　　　　　　　送迎バス停　　　　　　　　　　　　自宅


　　　　   ヘルパー運転　　　　　 　　　 学　校　　　　　　　　　ヘルパー運転











移動支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動支援事業











利用例











　『身体介護を伴う場合』とは、移動の介護を行う際に実際に身体介護を行ったか否かではなく、当該サービスの対象者の日常生活において身体介護が必要な者であって、移動介護のサービス提供時にも当然に身体介護サービスを提供することが想定されるかどうかによって判断します。


　「食事」、「排泄（尿・便）」及び「移動（屋外・屋内）」の５項目のうち、３項目以上が「自立」以外とされる程度又はこれに準ずる程度です。


　


項　目�
状　　況�
�
食事�
自立�
一部介助�
全介助�
�
排泄（尿）�
自立�
一部介助�
全介助�
�
排泄（便）�
自立�
一部介助�
全介助�
�
移動（屋内）�
自立�
一部介助�
全介助�
�
移動（屋外）�
自立�
一部介助�
全介助�
�






身体介護あり？　身体介護なし？








　１ヶ月の支給量については、『５０時間以内』が基本となります。


　緊急、やむを得ない場合は、福祉課障害者福祉係へご相談ください。





１ヶ月に何時間利用できるの？








・普段介助を行っている主たる介護者の突発的な怪我や入院等の理由により、代替的に介護者を必要とする場合等は、福祉課障害者福祉係へご相談ください。





　・障害者本人の身体的特徴や病状的な麻痺・緊張等により、ヘルパーが一人では対応ができないと判断される場合は二人のヘルパー対応が可能です。福祉課障害者福祉係へご相談ください。


　　（注）二人介護を受けた費用については、二人分の利用料が生じます。





・緊急、突発的に介護者が介護できない！　・二人のヘルパーが必要！





利用者の負担額は？





　





○生活保護受給世帯及び市町村民税非課税世帯　　０円


　　　・利用者が１８歳以上の障害者の場合


本人及びその配偶者が市町村民税非課税


　　　・利用者が１８歳未満の障害児の場合


障害児が属する住民基本台帳上での世帯全員が市町村民税非課税


　　　・利用者が１８歳未満の障害児の場合であって、障害児の保護者が障害者である場合


保護者である障害者及びその配偶者が市町村民税非課税である世帯





○その他の世帯　　以下の基準単価に１００分の１０を乗じて得た額となります。





利用時間�
基準単価（円）�
�
�
身体介護　あり�
身体介護　なし�
�
30分未満�
２，３１０�
８００�
�
30分以上1時間未満�
４，０２０�
１，５３０�
�
1.0時間以上1.5時間未満�
５，８４０�
２，２２０�
�
1.5時間以上2.0時間未満�
６，６７０�
３，０５０�
�
2.0時間以上2.5時間未満�
７，５００�
３，８８０�
�
2.5時間以上3.0時間未満�
８，３３０�
４，７１０�
�
3.0時間以上3.5時間未満�
９，１６０�
５，５４０�
�
3.5時間以上4.0時間未満�
９，９９０�
６，３７０�
�
4.0時間以上4.5時間未満�
１０，８２０�
７，２００�
�
4.5時間以上5.0時間未満�
１１，６５０�
８，０３０�
�
5.0時間以上5.5時間未満�
１２，４８０�
８，８６０�
�
5.5時間以上6.0時間未満�
１３，３１０�
９，６９０�
�
6.0時間以上6.5時間未満�
１４，１４０�
１０，５２０�
�
6.5時間以上7.0時間未満�
１４，９７０�
１１，３５０�
�
7.0時間以上7.5時間未満�
１５，８００�
１２，１８０�
�
30分につき830円追加











